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論文

学生の災害意識と食の買い置き調査

平田 治美

Disaster Awareness and Food Stockpiling Status among Students

HIRATA Harumi

要　　旨
　大規模災害が発生した場合、インフラの断絶や物流の混乱などによって起こる課題を「減災」とす
るために、国や公共機関等では、飲料水や食料品の「備蓄」に取り組む「自助」を国民に働きかけている。
大規模災害発生後に心身の健康状態に影響が生じやすく、食料供給の減少や不足、偏りによって起こ
り得るものとして、既存の健康課題を悪化させることが知られている。2015年の5月～6月に防災・減
災教育に活かすことを目的として、「災害意識と食の買い置き」に関する自記式質問票による調査を
学生対象に行った。食の備蓄の必要性は9割以上と意識は高いが、望ましいとされている最低3日分の
食料確保、活用には不十分であり乖離が見られた。
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Ⅰ．序文
　わが国は、平成7（1995）年阪神・淡路大震災、平
成23（2011）年東日大震災と大規模災害を経験し、新
潟県においては、平成16（2004）年新潟県中越地震、
平成19（2007）年新潟県中越沖地震をはじめとする地
震災害や水害および雪害の被災を経験している。大
規模災害が発生した場合、住宅倒壊をはじめインフ
ラの断絶や物流の混乱などが起こり、避難所のみで
なく、自宅や車中および野外での避難生活で自助（自
分で守る）が余儀なくされることが想定される。平
成23（2011）年に未曾有の大規模災害である東日本大
震災が起こったこと、また首都直下型地震も想定さ
れることなどを踏まえ、「自助」による防災・減災
の必要性が高まった。災害時における食料供給の不
測の事態1）に備えるため、農林水産省は「緊急時に
備えた家庭用食料品備蓄ガイド（「災害時に備えた食
品ストックガイド」（平成31年3月改訂版））」2）を策定
し、家庭内備蓄に最低で3日分、できれば1週間分程
度の水や食料品の「備蓄」に取り組む「自助」を国民
に働きかけている。日頃から家庭で普段の食品を多
めに買い置きし、賞味期限の古いものから消費し、
その分を買い足すローリングストック（循環備蓄）な
どに取り組むことを推奨している。
　大規模災害発生後に心身の健康状態に影響が生じ
やすく3）、食料供給の減少や不足、偏りによって起
こり得るものとして、既存の健康課題を悪化させる4）

ことが知られている。
　東日本大震災では、市町村の指定以外の公民館な
どへの避難所では自治体の食料備蓄はなく、道路や
通信手段の寸断によって食料提供が大幅に遅れるな
ど、地域よって食料供給に差が生じていた5, 6）。
　若年者においては、国民健康・栄養調査報告7）で、
20歳代の日常のエネルギーおよび栄養素、食品の平
均摂取量からは健康的でバランスのとれた食事内容
でないことが報告されている。調査対象の専門学校
がある地域は田園広がる豪雪地にあり、公共交通の
利便性は低い。学生の一人暮らし率は例年65％程度
であるが、特に一人暮らし学生の日ごろの食事内容
は乏しく、必要な栄養素量を満たしていない学生が
多く8）、災害時には栄養摂取状況がより悪化するこ
とが危惧される。また、学生を対象とした食料備蓄
調査はほとんど行われていない。そこで、学生の災

害意識と食の買い置き（食料備蓄）の実態を把握し、
学生の防災・減災教育に活かすことを目的とした調
査を行った。

Ⅱ．方法

1．調査対象および実施期間
　災害意識と食の買い置きに関する自記式質問票に
よる横断研究である。2015年5月から6月、調査対象
者は新潟県の4年制管理栄養士養成校の学生1年50
人、2年57人、3年82人、4年69人、計258人を対象と
し、回収数は234人（回収率91％）であった。居住別
では未記入6人を除外し、記入あるものを統計対象
とした。2要因の関連性について、回答未記入によっ
て項目ごとに統計対象数が異なる。

2．倫理的配慮
　調査はヘルシンキ宣言に基づき行った。調査説明
は授業時間外に行い、研究の趣旨およびプライバシー
の保護などについて記載した書面を配布し、それに
沿って口頭で説明を行った後に参加者の自由意思に
より協力を求め、無記名形式の質問票を配布し、回
収することによって同意とみなした。調査手順、調
査内容については、倫理委員会提出前段階の北里大
学保健衛生専門学院内委員の確認を受けた。

3．調査内容
　学年、性別、BMI、住居形態、健康状態、朝食摂
取、食事摂取優先観、食品入手と交通手段、食費、
食生活満足感、買い置き食品と備品、災害の経験有
無、共助と公助の期待、ライフライン断絶時イメー
ジ、災害対策と食の備蓄の必要性など22項目とした。
食の買い置き食品項目は、農林水産省の備蓄に適し
た食品の選び方、ローリングストック法などによる
日頃の活用方法2）を参考にした。

4．解析方法
　統計解析ソフトIBM SPSS（Ver.27）を使用し、居
住による2要因の関連性はχ2検定（person）、食事の
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優先順位についてはMann－WhitneyのU検定を
行った。有意水準は5％未満とした。

Ⅲ．結果

1．対象者の基本属性
　対象者の居住形態は、家族との同居者76人（33％）
と比べ、一人暮らし（賄いつき下宿を含む）の者は
152人（67％）と多い。また性別では男性49人（21％）で、
女性185人（79％）と女性の割合が高い集団である。
居住による学年および性別の割合に有意な差は見ら
れなかった（表1）。
　BMI に つ い て は、 男性 は や せ10.2 ％、 ふ つ う
81.6％、肥満8.2％であり、女性はやせ12.4％、ふつ
う83.7％、肥満3.9％であり、平成26年度国民健康・
栄養調査報告9）の同年代と比べふつうの割合は高く、
92.4％が健康状態は良好と回答した。
　地震などによる災害の経験は、「あり」が133人、

「なし」が92人で、家族同居群では90.7％が経験して
おり有意に高かった（表1）。
　災害の経験では、新潟県中越地震43％、次いで新
潟県中越沖地震23％であった（図1）。7.13水害は、

平成16（2004）年7月13日に発生した新潟・福島豪雨
による水害を指す。
　調査対象者全体の結果で表中に示していないが、

「災害対策」について232人中228人（98.3％）が、「食
の備蓄」について231人中223人（96.5％）が必要と回
答した。また、「今後地震災害はいつごろ遭うか」では、
229人中、在学中との回答は33人（14.4％）、卒業後
10年以内は149人（65.1％）、それ以降もしくは遭わ
ないは47人（20.5％）であった。

表1　対象者特徴（居住別）

図1．災害経験の内訳

1人暮らし 家族同居
pn ％ n ％

学年 1年
2年
3年
4年

31
27
50
44

20.4
17.8
32.9
28.9

17
15
22
22

22.4
19.7
28.9
28.9

0.93

性別 男
女

32
120

21.1
78.9

14
62

18.4
81.6

0.73

BMI やせ
ふつう
肥満

18
123

8

12.1
82.6
5.4

13
58
3

17.6
78.4
4.1

0.50

健康状態 健康
健康でない

139
11

92.7
7.3

69
6

92
8

0.80

災害の経験 あり
なし

65
85

43.3
56.7

68
7

90.7
9.3

＜0.01

BMI：体重（kg）/身長（ｍ）2　　やせ＜18.5ふつう≦25.0肥満

新潟県中越

地震

43%

新潟県中越沖

地震

23%

東日本大震災

22%

7.13水害

10%
その他

2%
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2．食行動と環境
　朝食の摂る割合は、家族同居群で高かったが居住
による差は見られなかった。
　食事で重視する項目の順では、一人暮らし群と比
べ、家族同居群で「主食・主菜・副菜を揃える」は
有意に高く、「手間がかからない」および「値段が安く」
は、一人暮らし群で有意に高く、嗜好性は有意に低
かった。食生活の満足感は、一人暮らし群と比べ家
族同居群で有意に高かった。
　家族同居群の食品入手については98.7％が、親な
どが購入すると回答しており、自身の食費について
60.8％が把握できていなかった。一人暮らし学生の
1か月間の平均的な食費は1万5千円未満が約6割を占
めており、食品入手は徒歩圏内の小規模店、自家用
車および自転車の利用は、中・大型のスーパーマー
ケットで食品を自己購入していた（表2）。

3．�食料の買い置きと災害用備品の備蓄
状況

　本調査対象者の223人（97.8％）は、災害専用食品
を常備していないと回答した。
　水、米、缶詰の買い置き量については、量および
個数を記載してもらった。水の買い置きは、一人暮
らし群115人（76.2％）、家族同居群46人（60.5％）が「0」
と回答した。保存性が高い米の買い置きは、一人暮
らし群で92％と高く、平均5.1㎏の買い置き状況で
あった。家族同居群は、「0」と回答した者は15人で、
買い置き状況は79.4％と低かった。この結果は水と
同様に食を家族に依存しているためか、食への意識
が低いのではないかと推測した。また、たんぱく質
源となる肉や魚の缶詰の買い置きは、一人暮らし群、
家族同居群で「0」と回答したのは、43.0％、34.2％
であった（表3）。
　水と比べ、茶・ジュースの買い置きが一人暮らし
群で約7割、家族同居群で8割と高かった。日常の飲
料として、茶・ジュースが摂られていることが推察
された。
　一人暮らし群の8割以上が買い置きしている食品
に、麺類とたまねぎの2品があり、卵やインスタン
ト食品は約7割であった。調査した食材25項目の16
項目で、家族同居群に比べ一人暮らし群で買い置き

割合が有意に低かった。しかし、家族同居人数を把
握していないために単純に比較することはできない。
また、一人暮らし群の懐中電灯やろうそく、マッチ・
ライターの備えは家族同居群と比べ有意に低かった

（表4）。

4．災害経験と災害に対する意識
　災害時に電気・ガス・水道が3日間止まった場合、
現在家にある買い置き食品や備品を使用して一人当
たり何食分になるかの項目では、3食程度が最も高く、
国や自治体などが推奨している3日分2）であるとし
た9食分の食料備蓄があるのは2割程度であり、居住
による差はなかった（表5）。
　農林水産省が提案している「緊急時に備えた家庭
用食料品備蓄ガイド」2）では、最低3日分の食料備蓄
することを呼び掛けているが、認知のない者は156
人（68.2％）で、内容まで知っているとの回答は7人

（3.1％）に留まっており、災害経験の有無による差
は見られなかった。（表6）。
　災害時の食については、誰が支えるかという質問
に対して、「自分」と回答した者は一人暮らし群に
高く、「家族」および「行政」の回答は家族同居群に
高く、有意な差が見られた（表7）。

Ⅳ．考察

1．食料・備品の買い置き状況
　災害時に必要とした食品に、カップラーメン、イ
ンスタント麺、米、缶詰、水があげられており10, 11）、
災害後に最も入手困難であった食品は乳類（6割）で
次に穀類（米やパン）と大豆製品（豆腐、納豆）がそれ
ぞれ4割であったと報告がされている10）。
　本調査対象者は、日常的に摂取している常温で保
存可能な根菜類や米および乾麺などの買い置きをし
ていることは認められた。しかし、ライフライン復
旧や物資など供給の混乱が長期化になるとそれら食
品の有効活用不良12）や食品そのものが入手困難とな
る可能性が危惧される。最小限の災害用食品や買い
置き食品、飲み水などの生活に係る備えが少ない12-14） 

ことについては本調査対象者だけではない課題と
なっている。
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1人暮らし 家族同居 pn ％ n ％

朝食 毎日
6～4回／週
3～1回／週
食べない

90
33
17
10

60.0
22.0
11.3
6.7

57
11
5
2

76.0
14.7
6.7
2.7

0.11

食事の重視＊ 主食・主菜・副菜揃える
3食のバランス
満腹感
食事時間
手間がかからない
値段の安さ
嗜好

3.72
3.76
3.49
5.85
3.09
3.52
4.16

3.7
3.6
3.4
2.7
3.1
2.7
3.4

2.81
3.61
3.20
6.24
4.09
4.55
3.57

3.3
3.7
2.9
1.7
2.9
2.7
3.3

＜0.01
0.59
0.27
0.16

＜0.01
＜0.01
0.02

食費 1万円未満
～1万5千円未満
～2万円未満
2万5千円～
以上
不明

40
49
25
10
5

23

26.3
32.2
16.4
6.6
3.3

15.1

7
9
4
3
6

45

9.5
12.2
5.4
4.1
8.1

60.8

＜0.01

食生活満足感 満足
どちらかといえば満足
どちらかといえば不満足
不満足

42
78
30
2

27.6
51.3
19.7
1.3

42
22
9
2

56.0
29.3
12.0
2.7

＜0.01

食品入手＊＊ 自己購入
仕送り
親など購入
もらいもの

149
67
26
14

98.0
44.0
17.1
9.2

29
0

74
5

38.7
0.0

98.7
6.7

＜0.01
―

＜0.01
＜0.01

購入先＊＊ 学生街小型店
中・大型店
コンビニ
その他

64
92
3
3

42.1
60.5
2.0
2.0

7
67
5
2

9.2
88.2
6.2
2.6

＜0.01

購入交通手段＊＊ 徒歩
自転車
自家用車
バス・電車
その他

73
38
46
9
8

48.0
25

30.3
5.9
5.3

14
13
55
1
2

18.4
17.1
72.3
1.3
2.6

＜0.01

＊7項目の中で重視の高い順（1は最も高く、7は最も低い）に示し、数値は平均値±SDを示す。
＊＊食品入手、購入先、購入交通手段については複数回答を含む。

表2　居住別食行動および食環境
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　Tsuboyama-Kasaoka15）らは、69か所の緊急避難
所を分析したところ、調理のための熱源となるガス
供給があった場合は、ない場合と比べ、バランスの
とれた食事の提供頻度は高く、電気供給は影響がな
かったと報告している。災害後の食事の提供の早期
改善は、避難者の健康を維持することを実証し、加
熱調理ができるガス供給が重要であることを示した。
　ネットで検索される「災害レシピ」は、ポリ袋を
利用したパッククッキングなどの加熱料理が多く紹
介されている。しかし、加熱調理器具であるカセッ
トコンロを有していたのは、一人暮らし群9.9％、
家族同居群22.4％と低く、水の保有量の乏しさとと
もに保存食材の有効な活用に影響がある12, 14）ものと

推測される。吉田ら一人暮らし学生の調査12）では、
カセットコンロ保有率は23.6％で、水の保有量「0」
は72％、米の平均保有量は5.2㎏とほぼ同様の結果
を報告している。本調査対象者の学生街がある地域
は、LPガスを使用しており、災害などで供給が即
止まる可能性は少なく、また地下水など豊富な場所
であることが背景として楽観的としていると推察し
た。
　熱源は電気自動車など日常で、災害時でも利用で
きるものが増えてきたが、加熱調理の熱源となる器
材は自助のみでなく行政や地域等における公助備蓄
の重要なものと言えるだろう。

1人暮らし 家族同居
n ％ n ％

水
（ℓ）

0
～1
～2
～3
～4
～8
～10

10以上

115
8

10
3
4
6
2
3

76.2
5.3
6.7
2.0
2.6
4.0
1.4
2.0

46
3
7
0
6
2
3
9

60.5
3.9
9.2

0
7.9
2.6
3.9

12.0

米
（㎏）

0
0.5～2
2.1～3
3.1～5

5.1～10
10.1～20
20.1～30
30.1～40

～100
100.1～

12
37
21
53
18
9
0
0
0
0

8.0
24.7
14.0
35.3
12.0
6.0

0
0
0
0

15
4
1
7
7

12
12
4
4
7

20.5
5.5
1.4
9.6
9.6

16.4
16.4
5.5
5.5
9.6

肉・魚
缶詰

（個）

0
1
2
3
4
5

6～10
11～

65
12
21
14
8
8

18
6

43.0
7.9

13.9
9.3
5.3
5.3

11.9
4.0

25
2

10
8
3
3

13
9

34.2
2.7

13.7
11.0
4.1
4.1

17.8
12.3

表3　水、米および缶詰めの買い置き
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表4　居住別買い置き食品と調理器具類等の有無　

1人暮らし（n=152） 家族同居（n=76）
p食材有 n ％ n ％

飲料 茶・ジュース
牛乳

106
63

69.7
41.4

61
53

80.3
69.7

0.06
＜0.01

主食 パン
もち
麺類
カップ麺
かんぱん・クラッカー
シリアル類

52
16

129
58
9

41

38.8
10.5
86.4
38.2
5.9

27.0

59
24
68
55
15
23

68.4
31.6
89.5
72.4
19.7
30.3

＜0.01
＜0.01
0.23

＜0.01
＜0.01
0.34

たんぱく質 卵
豆腐
納豆
加工肉
乳製品

114
54
64
91
73

75.0
35.5
42.1
59.9
48.0

67
46
61
59
59

88.2
60.5
80.3
77.6
77.6

0.01
＜0.01
＜0.01
0.01

＜0.01

野菜や果物 じゃがいも
たまねぎ
人参
だいこん
かぼちゃ
その他野菜類
果物
果物・野菜缶詰

93
126
98
23
15
99
40
28

61.2
82.9
64.5
30.3
11.8
65.6
26.3
18.4

61
65
64
15
12
56
41
27

80.3
85.5
84.2
9.9

19.7
73.7
53.9
35.5

＜0.01
0.38

＜0.01
＜0.01
0.10
0.18

＜0.01
＜0.01

その他食品 レトルト
インスタント
菓子
調味料

80
104
84

138

52.6
68.4
55.3
90.8

42
60
61
68

55.3
78.9
80.3
89.5

0.41
0.06

＜0.01
0.46

調理器具類等 鍋
使い捨て食器
ビニール袋
ラップ
マッチ・ライター
ろうそく
懐中電灯
缶切り
プロパンガス
カセットコンロ
カセットコンロガスボンベ

128
41

139
143
45
18
91
67
20
15
22

86.8
27.0
91.4
94.1
29.6
11.8
59.9
44.1
25.0
9.9

14.5

71
43
69
72
69
57
71
67
19
17
39

93.4
56.6
90.8
94.7
90.8
75.0
93.4
88.2
13.2
22.4
51.3

0.57
＜0.01
0.52
0.55

＜0.01
＜0.01
＜0.01
＜0.01
0.02
0.01

＜0.01
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2．日常の食状況
　日頃の食事で重視する項目の順では、一人暮らし
群と比べ、家族同居群で「栄養バランス」のとれた
食事への順位は高く、一人暮らし群では食事内容の
配慮や嗜好性より「手間のかからない」、「値段の安さ」
を優先していることが示された。全国の学生の食費
の月平均金額16）は24,760円、日本学生支援機構の調

査17）では食費を月単位で示すと21,325円であった。
物価の地域差は考慮されてないが、対象者の食費は
全国の平均値と比べ低い値である。エネルギー摂取
量収支の結果であるBMIは適正の学生が8割という
結果から、親からの食品の仕送りなど支援もあり、
食費のみでは評価はできない。しかし食生活満足度
は家族同居群と比べ低値であった。阪神・淡路大震
災避難所調査では、緑黄色野菜、魚介類の摂取頻度

1人暮らし 家族同居
n ％ n ％

0食
～3食未満

3食
～6食未満

6食
～9食未満

9食
9食以上

7
34
42
17
13
3
9

20

4.8
23.4
29.0
11.7
9.0
2.1
6.2

13.8

1
17
18
13
5
4
6

10

1.4
23.0
24.3
17.6
6.8
5.4
8.1

13.5

表5　居住別ライフライン断絶を想定した食数

有 ％ 無 ％ p

n=135 n=94
内容をよく知っている
内容を少し知っている
名まえは聞いたことがあるが内容は知らない
名まえも聞いたことがない

5
34
49
47

3.7
25.2
36.3
34.8

2
32
32
28

2.1
34.0
34.0
29.8

0.48

表6　災害経験の有無と食料品備蓄ガイドの認知

1人暮らし 家族同居
pn ％ n ％

自分
家族
友人
近隣
学校
行政
その他

129
90
25
25
15
50
1

84.9
59.2
16.5
16.5
9.9

32.9
0.7

37
64
8

21
3

38
2

48.7
84.2
10.5
27.6
3.9

50.0
2.6

＜0.01
＜0.01
0.24
0.06
0.13
0.02
0.26

表7　居住別災害時の食の支え（複数回答）
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が少なくなるほど愁訴の数が増えたと報告3）されて
いる。災害時で限られた食料1）で生活するにあたって、
食生活の質は悪化することは避けられない。災害時
においても日常に近い食生活が求められ18）それゆえ
に心身の健康には、日常の食生活こそが重要な鍵と
なってくる。
　宮崎ら19）は、「計画、買い出し、消費、金銭、空間」
の5つを負担感とし食料品備蓄の便益と費用の形成
要因としており、対象者の一人暮らし群において、
特にそれら要因が日常の生活や災害時の備えの負担
感となっていることが同様に考えられた。

3．自助と地域のつながり
　大島20）らが示した学生対象調査では、「首都直下
型地震はいつか起きるだろうが当分起きない」と楽
観視している学生は6割であったと報告している。
過去に被災経験があっても、災害時の非常持ち出し
品準備状況は十分でない者も多いといった報告21）や、
1072人の学生調査22）でも、16％が被災経験をしてい
たが、防災への関心と自身の被災体験には関連が見
られなかったという報告がされている。被災の程度
は把握していないが、本調査対象者は約6割が災害
を経験している。災害の経験は保護者の保護のもと
で多くが学童時期の災害体験、体験の希薄化も推測
され、対策意識は高いが実際の備えに乖離が生じた
と推察する。
　災害時の食の支えについては、家族同居群は一人
暮らし群と比べ、自分自身という意識が低かった。
常に家族と共同生活をしているため、意識が家族単
位となっていると考えられる。一人暮らし群は自助
意識が高かったが、日常生活の場は一過性のもので
しかないことからも地域住民との付き合いがほとん
どなく、地域コミュニティーが希薄である。一人暮
らしは災害時に、自助のみでは困難となる可能性は
高く、防災行動を促進させるには、地域および地域
活動への関心があることが影響するとの示唆23）もあ
り、日頃から学生同士を含め、学生街と周辺地域と
の近所付き合いを高めることが共助につながると考
えられた。

Ⅴ．結論
　新潟県は大規模災害を経験し、学生の「災害対策」
および「食の備蓄」の必要性の意識は9割以上と高い。
しかし、実際には最低3日分とされる飲料水や食料
確保には不十分な状況であり、加熱調理が不可とな
る場合や食料の活用を含め災害時に食べられる食事
量の把握に過大評価24）をしていることも考慮すると、
自助が困難となる可能性が高いことが示唆された。
過去の災害体験は、保護者の保護のもとであり、体
験の希薄化も推測され、多くが在学中に災害に遭わ
ないと回答していることからも、対策意識と実際の
備えに乖離が生じていた。
　災害の備えを充実させるには、災害を具体的にイ
メージできる避難所での集団生活疑似体験を含めた
教育プログラムの実行と学生自身の日常の食生活の
見直しが必要であることが本調査より課題として得
られた。また、加熱調理に必要な器材は、行政や地
域等における公助備蓄の重要なものであるこが確認
された。
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